
進
捗
状
況
説
明

・共同研究、連携件数及び学会発表数の把握は、委託先へのヒアリングによるものである。
・平成26年度の先端シーケンサーの活用や「創薬」テーマの研究実施による共同研究・連携件数の総数は60件であり、そのうち県内研究
機関・企業との共同研究・連携件数は23件となり、目標を達成した。
・また、学会発表件数も9件と目標を達成した。
・平成25年度までに研究が終了した「生物資源の活用」「環境・エネルギー」「医療・健康」の3分野における事業終了後のネットワーク構築
の取り組みを合わせると、共同研究・連携件数の総数は143件であった。
・共同研究及び連携件数は順調に目標を達成しており、施策の推進（沖縄２１世紀ビジョン実施計画P213知的・産業クラスター形成の推
進）において、組織間、研究者間のネットワーク構築に効果があった。

－

実　績 － － － 9件 －

12件 －

実　績 － 34件 46件 23件 －

研究の成果（学会発表）

目　標 － － － 3件

・共用研究施設の管理・運営と共同研究のマネジメントを公益財団法人沖縄科学技術振興センターへ業務委託し、さらに共同研究につい
ては県内外の大学や研究機関、企業に再委託する形で実施した。
・平成25年度に実施した3件の共同研究のうち、「環境・エネルギー」「医療・健康」の2テーマは研究期間満了（3年間）により研究が終了し
たため、平成26年度は「創薬」1テーマの共同研究を継続して実施した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H26成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
24年度 25年度 26年度

・H24「生物資源の活用」「環境・エネル
ギー」「医療・健康」「創薬」を対象とした共
同研究数
・H25「環境・エネルギー」「医療・健康」「創
薬」を対象とした共同研究数
・H26「創薬」を対象とした共同研究数

目　標 4件 3件 1件

実　績 4件 3件 1件

目標値
（○○年度）

知的クラスター形成に向けたネットワークの
構築（県内研究機関・企業等との共同研
究・連携件数）

目　標 － 20件 30件

予算の状況の説明

・予算は共用研究施設の管理・運営及び共同研究に係る委託料と賃金、旅費等を計上したところであり、平成25年度に比
べ200,780千円減額となっているのは、共同研究テーマが3件から1件に減少したことによる。
・執行率は95.8%であり、委託業務における労務費、光熱水費及び使用料の節減による不用額（11,339千円）が発生したこ
とによるものである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H26活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

各研究機関の連携による共同研究事業の
実施

予算額・
執行額

【単位:千円】

－

目　標 － － 共同研究実施

実　績 － － 共同研究実施

達
成
状
況
説
明

執行率（％）(B/A) 91.2% － 99.0% － 95.8%

Ｃ．次年度繰越額 0 － 0 － 0

うち交付金充当額 474,350 － 371,924 － 206,057

268,911

Ｂ．執行済額 592,938 － 464,905 － 257,572

－ － － － －

Ａ．計(b+d) 650,000 － 469,691 －

(d)前年度繰越額

268,911

(c)増減額(b-a) 0 － 0 － 0

26年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 650,000 － 469,691 － 268,911

(b)予算現額 650,000

　24年度 24年度(繰越) 25年度 25年度（繰越）

－ 469,691

事業内容
　沖縄科学技術大学院大学等を核とする知的クラスター形成に向け、研究拠点となる共用研究施設を運営するほか、県内外の研究機関の連携
による共同研究事業等を実施する

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

　企画部　科学技術振興課
事業実施

（予定）年度
平成

H26-No.10

平成２６年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

10 知的クラスター形成に向けた研究拠点構築事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ-５

第３章－３－（５）－イ

知的・産業クラスターの形成

担当部課名 24 ～ 26



資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○委託事業者は公募型プロポーザル方式により提案内容、
企業組織、受託業務実績、知識等を勘案した上で選定してお
り、妥当であったと考えている。
○ 費目・使途については事業目的達成の観点から必要なも
のなのか等について額の確定時において支出等に関する書
類により確認、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

34

うち交付金
充当額

うち県負担金
うち市町村

負担金
その他

257,606 257,572 206,057 51,515 0 0

今後の取り組み方針

・外部有識者を含めた評価委員会において、①今後もこのネットワークを基盤に研究を発展させてもらいたい、②生物資源やネットワークを産業振興に繋げる計画
が必要、③国内での高いレベルのゲノム解析技術と人材をどのように活用するかが重要、など意見があったことから、沖縄生物資源をシーズとした医薬品研究や
ゲノム解析技術及び人材の産業利用を促進するため、平成27年度も事業を継続することとした。
・平成27年度は、「創薬」と「生物資源活用の高度化」の2件の共同研究に加えて以下の取り組みを行う。
①沖縄の生物資源を有効活用するため、生物資源活用の基本方針や、ライブラリ整備戦略及び活用戦略を内容とする戦略策定に向けた取組を行う。
②先端シーケンサーによるゲノム解析技術の産業への利用動向等の情報収集を行い、活用の可能性を検討する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

H26-No.10

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・平成25年度事後検証における改善案「ネットワークの充実・強化」について
は、共同研究の実施やシンポジウム・セミナー等で情報発信することにより、
共同研究・連携件数は143件（共同研究件数57件、連携件数86件）となり、県
内外研究機関や企業との連携及び研究ネットワークの充実強化が図られ
た。
・活動実績は、目標どおり1件の共同研究を実施したことから「達成」と評価す
る。
・成果実績は、目標以上の共同研究・連携研究23件、学会発表9件となった
ことから「達成」と評価する。
・共同研究成果を情報発信することにより、沖縄の生物資源の有用性が認
識され、県外の大学や研究機関、企業から生物資源を利用したいとの要望
があるが、利用に関するルール等が整備されていない。
・先端シーケンサーの導入、人材育成、技術開発を実施することで、国内で
もトップクラスのゲノム解析技術となっており、今後ゲノム解析技術をどのよ
うに活用していくかが課題となっている。

・沖縄生物資源を活用する共同研究や研究ネットワーク構築を推進するため
には、生物資源利用に関する方針を示す必要がある。
・現在、研究利用が主体となっている先端シーケンサーによるゲノム解析技術
の活用範囲を広げるためには、ゲノム解析技術の産業利用可能性の検討が
必要である。

沖縄県

交付対象
事業費

257,572千円

公益財団法人

沖縄科学技術振興
センター

256,274千円

委託料
256,274千円

共同研究
「沖縄の生物資源とネットワークを活用した医薬品探索研究」

70,139千円

沖縄科学技術大学院大学 4,266千円
琉球大学教育学部 8,100千円
琉球大学理学部 21,053千円
株式会社AVSS 17,280千円
オーピーバイオファクトリー（株） 12,960千円
Meiji Seikaファルマ（株） 6,480千円

（一社）沖縄綜合科学研究所

70,200千円
先端シーケンサー解析基盤

の活用

事務費 1,298千円
（対象外経費 34千円

共済費、賃金、報償費、旅費

研究拠点の管理・運営
事業コーディネート・情報発信

事務費
115,935千円

再委託料
140,339千円



２件

達
成
状
況
説
明

・大学等発ベンチャー創出に向けた研究支援について、25年度までの３テーマの可能性調査の内容を踏まえ、26年度、ベンチャー創出や
事業化に向けた３件の共同研究支援を採択及び実施している。
・海外とのネットワーク構築にむけた国際共同研究を25年度に引き続き２件実施するとともに、研究進捗について有識者等からなる評価
委員会で評価を行い、継続支援することとなった。
・研究開発型企業への転換を支援するため、研究機器購入補助を実施したが、当初の想定に対して採択事業者が少なかったため、２件
の補助に留まった。

目　標 ７件 ７件 ５件

実　績 ５件 ５件

・国外研究機関と大学院大学や県内企業
等に対する国際共同研究件数

目　標 １件 ２件 ３件

実　績 ２件 ２件 ２件

予算の状況の説明
・予算額は、対25年度比約82,000千円の増となっており、その主な理由は、ベンチャー創出支援（45,000千円増）や国際共
同研究支援（32,000千円増）による。
・予算の増減額（▲18,401千円）については、機器購入補助費の減額補正による。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H26活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

・大学等発ベンチャー創出に向けた研究支
援数

予算額・
執行額

【単位:千円】

－

目　標 ３件 ３件 ３件

実　績 ３件 ３件 ３件

・研究機器購入補助件数

執行率（％）(B/A) 78.9% － 93.9% － 98.1%

Ｃ．次年度繰越額 0 － 0 － 0

うち交付金充当額 159,043 － 136,369 － 192,119

244,903

Ｂ．執行済額 198,804 － 170,462 － 240,149

－ － － － －

Ａ．計(b+d) 252,099 － 181,516 －

(d)前年度繰越額

244,903

(c)増減額(b-a) 0 － 0 － ▲ 18,401

26年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 252,099 － 181,516 － 263,304

(b)予算現額 252,099

　24年度 24年度(繰越) 25年度 25年度（繰越）

－ 181,516

事業内容
　知的・産業クラスターの形成を図るため、大学等発ベンチャー創出及び国際共同研究に対して支援するとともに、研究開発型企業へ転換を図る
企業に対して研究機器購入補助等を行う。

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

　企画部　科学技術振興課
事業実施

（予定）年度
平成

H26-No.12

平成２６年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

12 知的・産業クラスター形成推進事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－５

第３章－３－（５）－イ

知的・産業クラスター形成の推進

担当部課名 24 ～ 28



今後の取り組み方針

・28年度の大学等発ベンチャー企業創出を推進するため、27年度、その中核技術となる特許等知財出願を図る。また、当該知財の活用によるビジネスモデル構築
等のため、事業推進委員会等で外部有識者の意見を取り入れながら事業運営に取り組む。
・国際シンポジウムについては、より多くの方が参加しやすい開催日程・開催場所やその周知方法等を十分吟味することにより、参加者の増を図る。28年度は、27
年度の参加実績を踏まえつつ同様の対応を取ることとし、更なる参加者増を図る。

進
捗
状
況
説
明

・ベンチャー企業の中核技術となる特許等知財出願件数は、実績０件で目標未達成である。理由として、公募選定手続に伴う着手時期の
遅れにより、事業期間で実験成果等が蓄積されたものの特許等出願に取りかかる段階まで準備が整わなかったためである。
・共同研究機関連携数は、「ゲノム解析リソースを基盤とするクラスター形成」及び「生活習慣病の予防・改善に向けた高機能米開発」に
かかる国際共同研究において連携が図られた、国内外の研究機関等の数である。
・共同研究機関連携数の内訳（実績）は、国内機関：21機関（H24）・23機関（H25）・35機関（H26）、国外機関：24機関（H24）・17機関（H25）・
22機関（H26）であり、26年度においても目標は達成された。
・国際シンポジウム参加者数については、目標未達成。目標達成に向け、開催時期や開催場所等の検討が不十分であったと思われる。
・既存企業の研究開発型企業移転数の目標は未達成。当該補助公募については、新たな取組（合同説明会への合流やメーリングリスト・
技術情報誌への掲載等）を実施し、10件程度の相談があったものの、導入機器の製造用途転用ができない等、事業者の事業計画と補助
内容のミスマッチがあった。
・引き続き、事業の効率的な執行を図りながら、沖縄21世紀ビジョン基本計画で定める「知的・産業クラスター形成」を推進していく。

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・26年度内の知財出願を目標と設定したものの未達成だった要因として、公
募選定手続に伴う着手時期の遅れにより、年度当初に想定した目標と実際
の進捗状況が乖離していたことが挙げられる。
・国際共同研究（２テーマ）の事業進捗等について、有識者等からなる評価
委員会において評価を行い、27年度以降の事業の継続が認められた。
・平成26年度の国際シンポジウムの参加者数（実績値）については、目標値
及び25年度の実績値を下回っていることから、改善を図る必要がある。

・ベンチャー創出について、26年度に蓄積された実験成果等に基づき知財出
願の見通しが立ち始めていることから、27年度、引き続き知財出願に向けた
準備を進めていく。その際、適切な取組みが果たされるよう外部有識者の意
見を取り入れながら事業の進捗管理を行うことが必要である。
・国際シンポジウムについては、より多くの方に参加いただけるような開催方
法を検討する必要があり、研究内容の共有や情報交換等の場を提供すること
で、人的ネットワークの形成に努めなければならない。

15件
（H28）

実　績 － ５件 ５件 ２件 －

・既存企業の研究開発型企業移転数

目　標 － ７件 ７件 ５件

成果目標
（指標）

及び進捗状況

１４０名
（H28）

実　績 － － １３８名 １２８名 －

・国際共同研究にかかる国際シンポジウム
参加者数

目　標 － － １２０名 １４０名

目標値
（　　年度）

４０機関
（H28）

実　績 － ４５機関 ４０機関 ５７機関 －

・国際共同研究機関連携数

目　標 － ３０機関 ３０機関 ２０機関

・ベンチャー企業の中核技術となる特許等
知財出願件数

目　標 － － － ３件
３件

（H28）

H26-No.12

H26成果目標（指標）
基準値

（　　年度）
24年度

実　績 － － － ０件 －

25年度 26年度



資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

〇 支出先の選定方法は妥当か。 〇委託事業者は公募型プロポーザル方式等により提案内
容、企業組織、実績、知識等を勘案した上で選定しており、
妥当であったと考えている。
〇交付対象外経費については、当補助金交付要綱に基づき
補助率が2/3と設定されており、受益者負担分として妥当で
あると考えている。
〇費目・使途については事業目的達成の観点から必要なも
のか等について額の確定時に確認、適正であった。

〇 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

〇 受益者との負担関係は妥当であるか。

〇 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

9200241,069 240,149 192,119 48,030 0

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

うち県負担金
うち市町村

負担金
その他

H26-No.12

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

国立 沖縄工業高等
専門学校

21,448千円

沖縄県

交付対象事業費
240,149千円

旅費
1,258千円

創薬支援事業展開に向けた新規カイコ
無細胞タンパク質合成系の実用化研究

委託料
232,898千円

補助金
4,982千円

国立 沖縄工業高等

専門学校
20,832千円

シークヮサー由来ノビレチンの機能を生
かす高付加価値原料及び化粧品の開発

国立大学法人
琉球大学

21,606千円

既存企業の研究開発型企業への転
換を図る、研究機器購入への補助

株式会社

石川酒造場
822千円

石垣島ミルククラウン
660千円

ベンチャー創出
支援事業

63,886千円

国際共同
研究事業

169,012千円

交付対象外経費
510千円

既存企業の研究開発型企業への転
換を図る、研究機器購入への補助

備品購入費

交付対象外経費
410千円

一般社団法人
沖縄綜合科学研究所

120,000千円

一般財団法人

南西地域活性化
センター

49,012千円

生活習慣病を予防・改善する沖縄県
産高機能米開発にかかる委託業務

沖縄ゲノム解析リソースを基盤とす
る知的・産業国際クラスター形成に
関する研究開発にかかる委託業務

シビランの免疫調節機能を活用した健康
食品及び医薬品の開発・事業化

（一社）大学コンソー

シアム沖縄
3,500千円

県内大学の知的資産を活用した地
域人材の育成に対する補助

その他事務費
1,011千円

共済費、賃金、報償費

【うち再委託：41,000千円】 (単位：千円)

大分大学 8,000

東京大学 5,000

次世代天然物科学技術研究組合 10,000

オーピーバイオファクトリー(株) 8,000

京都大学 6,000

東京工業大学 4,000

【うち再委託：40,822千円】 (単位：千円)

大阪府立大学 16,704

瑞穂酒造株式会社 169

昭光通商株式会社 3,287

琉球大学 6,238

九州沖縄農業研究センター 2,508

沖縄県農業研究センター 424

石川県立大学 2,064

沖縄科学技術大学院大学 9,428

【うち再委託：6,999千円】 (単位：千円)

株式会社TTC 6,027

株式会社沖縄リサーチセンター 972

【うち再委託：14,371千円】 (単位：千円)

株式会社ハラテックインターナショナル 3,525

沖縄科学技術大学院大学 5,500

琉球大学 5,346

【うち再委託：3,825千円】 (単位：千円)

株式会社沖縄UKAMI養蚕 1,080

株式会社オキブレ 1,989

独立行政法人農業生物資源研究所 756



進
捗
状
況
説
明

・成果実績には、研究機関数だけでなく、検体提供など研究に協力した関係機関の数も計上しており、目標を達成している。
・国際会議における研究成果の報告件数は1件で未達成となっている。当初、国際会議の分科会の中で、３件の共同研究体による研究成
果報告を予定していたが、分科会の発表内容が大幅に変更したため、共同研究体の代わりに、沖縄県企画部が事業概要（実施機関、成
果等）を報告した。
・研究成果の発表については、各研究機関が年１回の論文発表を想定し15件と設定していたが、平成26年度は事業の最終年度ということ
もあり、新聞、口頭発表、論文等種々の方法を活用して積極的に成果を発表した結果、当初目標を大幅に達成している。
・県内外の大学や民間企業が共同研究機関として参画し、沖縄２１世紀ビジョン実施計画（p201）で課題として挙げられる「感染症予防ワ
クチンなどの創薬の研究開発の基盤構築」が図られており、健康・医療分野における知的・産業クラスターの形成の推進に繋がっている。

－

実　績 － － － 113件 －

・研究成果（学会の発表等）

目　標 － － － 15件

－

実　績 － － － １件 －

40件 49件 35機関 －

目標値
（○○年度）

・研究機関等との共同研究・連携機関数

目　標 － ７件 12件 13機関 －

実　績 －

・感染症やＡＴＬ（成人Ｔ型細胞白血病）等を対象にした共同研究事業を研究テーマ毎に管理法人３社へ業務委託する形で実施した。
・感染症をテーマとした共同研究３件を実施した結果、活動目標の100％の共同研究数を実施し、目標を達成することができた。
・国内外への研究成果等の情報発信、感染症研究ネットワークの強化及び感染症研究分野における本県の知名度向上を図るため、平
　成26年度は第2回日経アジア感染症会議を後援した。
　その結果、８カ国200名の研究者、行政担当者が参加し、結核、エボラ出血熱及び多剤耐性菌に関する研究・対策について活発な議
　論が行われ、本県の感染症研究拠点形成への期待が提言に取りまとめらた。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H26成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
24年度 25年度 26年度

・国際会議の開催件数

目　標 － － １件

実　績 － － １件

・国際会議における研究成果の報告件数

目　標 － － － ３件

予算の状況の説明
・予算額は共同研究にかかる委託料、国際会議にかかる補助金、旅費及び評価委員への報償費を計上している。
・平成26年度は2,126千円の不用額が生じており、その内訳は主に、委託事業者の執行残（1,387千円）及び旅費の残額
（739千円）によるものである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H26活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

・感染症をテーマとした共同研究数

予算額・
執行額

【単位:千円】

－

目　標 ３件 ３件 ３件

実　績 ３件 ３件 ３件

達
成
状
況
説
明

執行率（％）(B/A) 89.0% － 98.4% － 98.9%

Ｃ．次年度繰越額 0 － 0 － 0

うち交付金充当額 142,460 － 130,527 － 149,050

188,440

Ｂ．執行済額 178,076 － 163,159 － 186,313

－ － － － －

Ａ．計(b+d) 200,000 － 165,860 －

(d)前年度繰越額

188,440

(c)増減額(b-a) 0 － 0 － 0

26年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 200,000 － 165,860 － 188,440

(b)予算現額 200,000

　24年度 24年度(繰越) 25年度 25年度（繰越）

－ 165,860

事業内容
　感染症やＡＴＬ（成人Ｔ型細胞白血病）等を対象とした医療研究ネットワークの基盤構築を図るため、医療機関、研究機関及び企業等による共同
研究事業を実施するとともに、国際的な共同研究ネットワークの強化に向け、国際会議の開催を支援する。

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

　企画部　科学技術振興課
事業実施

（予定）年度
平成

H26-No.13

平成２６年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

13 沖縄感染症医療研究ネットワーク基盤構築事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－５

第３章－３－（５）－イ

知的・産業クラスター形成の推進

担当部課名 24 ～ 26



資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○委託事業者は平成24年度に公募型プロポーザル方式により実績、知識等を勘案
した上で選定し、平成25,26年度は研究開発やそのコーディネートのノウハウ等の観
点から同じ委託先を選定しており、妥当であったと考えている。
○補助対象事業者は平成26年度に公募型プロポーザル方式により実績、知識等を
勘案した上で選定し、妥当であったと考えている。
○受益者である株式会社日本経済新聞社は補助事業に係る費用の約8割を負担し
ており、事業内容や他の事業の負担割合から判断しても妥当であった。
○費目・使途については、額の確定時において執行状況に関する帳簿、書類等を検
査しており適正であったと考えている。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

76,054

うち交付金
充当額

うち県負担金
うち市町村

負担金
その他

262,367 186,313 149,050 37,263 0 0

今後の取り組み方針

・感染症分野における研究拠点の形成に向け、研究機能の充実や研究体制を構築する。
・感染症対策を所管する保健医療部等、各部局との連携強化及び情報共有に取り組む。
・西普天間住宅地区跡地利用に係る国際医療拠点形成の構想を踏まえ、本県の感染症研究拠点化を図っていく必要があることから、平成27年度は感染症研究に
係る新規事業により、産学官連携による感染症研究の集積、研究ネットワークの拡充に伴う本県の感染症研究拠点化に向けた取り組みを実施する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

H26-No.13

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・亜熱帯に属する沖縄は感染症のディフェンス地域としての地理的な重要性
が増していることから、感染症に関する研究を強化していく必要がある。

・平成26年度にはアフリカにおけるエボラ出血熱や日本国内でのデング熱の
流行が見られ、感染症対策研究の重要性が再認識されていることから、これ
までに構築した感染症研究ネットワーク基盤を拡充・発展させ、感染症研究
の拠点化を図る必要がある。

・国際会議における研究成果の報告件数は１件で未達成となっている。当
初、国際会議の分科会の中で、３件の共同研究体による研究成果報告を予
定していたが、分科会の発表内容が大幅に変更したため、共同研究体の代
わりに、沖縄県企画部が事業概要（実施機関、成果等）を報告した。

・感染症研究の拠点化を図るため、県内に研究成果や技術を蓄積していく必
要がある。

・感染症研究の成果を感染症対策の充実強化に繋げていく必要がある。

沖縄県

交付対象

事業費

186,313千円

委託料

165,613千円

事務費

700千円

（公財）沖縄科学技術振

興センター 39,093千円

㈱ジェクタス・イノベー

ターズ 62,050千円

（一社）沖縄綜合科学

研究所 64,470千円

琉球大学

大分大学

5,398千円

川崎医科大学

3,000千円

琉球大学

13,976千円

国立国際医療研究

センター1,760千円

京都薬科大学

1,100千円

琉球大学

11,340千円

大阪大学

12,420千円

宮崎大学

3,780千円

委託料

30,940千円

事務費

8,153千円

委託料

16,836千円

事務費、研究費

45,214千円

委託料

27,540千円

事務費、研究

費

補助金

20,000千円

旅費、報償費

ATLの予防・治療を目的とした研究
検査薬、臨床診断技術ならびに新
規医薬品の開発基盤形成、および
沖縄県独自のATLの研究拠点の構
築にかかる委託業務

ワクチンおよびアジュバント
の研究ネットワーク活用型研
究開発にかかる委託業務

沖縄県における感染症防御
を目的とした次世代ゲノム解
析技術による迅速診断方法
の開発並びに対策拠点の形
成にかかる委託業務

・研究検査薬ならびに新規医薬の基盤研究と開
発にかかる委託業務
・沖縄県のHTLV-1キャリアおよび低悪性度ATLの
疫学調査及び発症・進行予防法の開発にかか
る委託業務

レクチンアレイによるATLを含むHTLV-1関連疾患

の早期診断法開発にかかる委託業務

研究検査薬ならびに新規医薬品の基盤研究と

開発にかかる委託業務

人件費、旅費、謝金、
事務費等

アジュバントの基礎研究にかかる委託

国際医療貢献を目指したアジア地域での研

究ネットワーク基盤構築にかかる委託業務

国際医療貢献を目指したアジア地域での研

究ネットワーク基盤構築にかかる委託業務

・インフルエンザウイルス感染症に関するゲノ

ム情報の疫学・臨床的応用にかかる委託業務

・ゲノム解析によるレプトスピラ高病原性・低病

原性株変異遺伝子の解明にかかる委託業務

メタゲノム解析による未知病原体の探索にかか

る委託業務

ゲノム解析による臨床分離ヒト糞線虫の遺伝的

多様性の解明にかかる委託業務

株式会社日本経済新聞社 交付対象外経費
76,054千円



進
捗
状
況
説
明

・共同研究機関数については、平成24年度時の共同研究体立ち上げ時に連携の継続を促すために設定し、平成25年度に続き平成26年
度も体制が維持されていることを確認しており、成果目標としての役割を終えた。
・平成26年度からは、各研究テーマの事業化に繋がるモデルの創出件数を成果目標として新たに設定し、それぞれの研究テーマから事
業化に繋がるモデルが創出された場合に実績件数を加えることとしており、平成26年度においては１件の早期達成の見込みに対して２件
のモデルが創出され、成果目標が達成された。
・成果目標の達成により、21世紀ビジョン実施計画の「知的・産業クラスター形成の推進」（p208）で謳われている「○大学院大学等との共
同研究の推進」が図られた。

－

実　績 － 26機関 26機関 － －

１件
５件

（累計数）

実　績 － － － ２件 －

（参考）
エネルギーをテーマとした共同研究機関数

目　標 0機関 8機関 26機関 －

・平成26年度は５年事業の３年目に当たり、平成24年度時の公募で採択した共同研究５件に対して、引き続き補助事業を実施した。各補
助事業においては、新エネルギーの基盤技術等に係る研究開発が継続して実施された。
・平成26年度事業の終了前には、外部有識者を交えた評価検討委員会において平成27年度継続に関する各共同研究の評価を行い、５
件中３件に対して継続支援することとなった。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H26成果目標（指標）
基準値

（23年度）
24年度 25年度 26年度

目　標

実　績

目標値
（28年度）

研究開発テーマの事業化に向けたモデル
の早期創出

目　標 － － －

予算の状況の説明
・補助事業者において、実証機器の設置数を削減した他、当初見込んだ人工数を下回って研究開発を実施できたこと等
から、実績として44,246千円の不用が発生した。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H26活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

エネルギーをテーマとした共同研究支援数

予算額・
執行額

【単位:千円】

－

目　標 ４件 ５件 ５件

実　績 ５件 ５件 ５件

達
成
状
況
説
明

執行率（％）(B/A) 60.3% － 91.9% － 93.6%

Ｃ．次年度繰越額 0 － 0 － 0

うち交付金充当額 311,421 － 516,169 － 519,646

693,803

Ｂ．執行済額 389,277 － 645,211 － 649,557

－ － － － －

Ａ．計(b+d) 645,833 － 702,200 －

(d)前年度繰越額

693,803

(c)増減額(b-a) ▲ 197,985 － 0 － ▲ 8,039

26年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 843,818 － 702,200 － 701,842

(b)予算現額 645,833

　24年度 24年度(繰越) 25年度 25年度（繰越）

－ 702,200

事業内容
　亜熱帯・島しょ地域に適したエネルギー産業の創成に向け、産学連携による技術開発に対して補助を行うとともに、エネルギーの最適な組合せ
の検討と海外展開に向けた調査事業を実施する。

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

　企画部　科学技術振興課
事業実施

（予定）年度
平成

H26-No.14

平成２６年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

14 亜熱帯・島しょ型エネルギー基盤技術研究事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－５

第３章－３－（５）－イ

知的・産業クラスター形成の推進

担当部課名 24 ～ 28



資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。
○委託業者、補助事業者は、平成24年度に公募型プロポーザル方
式により内容、実績等を勘案した上で選定しており、妥当であった。
○不用額が発生したが、研究進捗に見合った人件費や実証機器の
削減が主となっており、予算規模は概ね事業内容に見合ったものと
なっている。
○補助事業者は当事業の補助金交付要綱に基づいて事業費の2
割を負担しており、事業内容や他事業の負担割合から判断しても
妥当であった。
○費目・使途については事業目的達成の観点から必要なものなの
か等について額の確定時において支出等に関する書類により確
認、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

157,532

うち交付金
充当額

うち県負担金
うち市町村

負担金
その他

807,089 649,557 519,646 129,911 0 0

今後の取り組み方針

・評価検討委員会においては、支援継続が決定した３件については、各実証設備やシステムの改良に取り組むことで、より実現性の高いモデルの創出が図られる
ものと評価されている。
・平成27年度からは、指導・助言を行うプログラムオフィサーや評価検討委員について、事業化の視点を備えたメンバーを新たに追加してモデル創出に向けた取り
組みをフォローし、
終了年度である平成28年度までに、全研究テーマのモデル創出の達成を目指す。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

H26-No.14

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・外部有識者を交えた評価検討委員会により、これまでの各研究の評価を
行った結果、５件の研究の内、２件の研究については一定の研究開発が終
了し、事業化に向けたモデルの創出が早期に図られたと評価され、支援終
了となった。
・本事業は平成26年度終了時点で折り返し地点を過ぎて残り２年となること
から、これまでに進んだ研究開発の更なる改良に取り組みつつ、得られた研
究成果を元とした事業モデル構築を積極的に進めて行く必要がある。

・各補助事業者には、基盤となる技術の研究やシステム開発に対する支援と
平行して、残りの期間で事業化に向けたモデル創出を促す必要があることか
ら、コーディネート業務の一層の強化を図る。

沖縄バイオディーゼル(株)
129,200千円

沖縄県

交付対象
事業費

649,557千円

（一財）南西地域産業活性化
センター

事務費
683千円

旅費

委託料
18,765千円

エネルギー基盤技術研究事業
者の研究開発管理やマッチング
等のコーディネートにかかる委

補助金
630,109千円

(株)アースノート
138,862千円

(株)エー・イー・シー、
ザ・テラスホテルズ(株)

62,451千円

エネルギー基盤
技術に係る

研究費の補助

(株)沖創工、(株)ソニーコン
ピュータサイエンス研究所

136,296千円

(株)国建、
新糸満造船(株)、

(株)ＶＩＢＥ
163,300千円

事業者負担分
（交付対象外経費）

32,300千円

エネルギー基盤
技術に係る

研究費の補助

事業者負担分
（交付対象外経費）

34,716千円

エネルギー基盤
技術に係る

研究費の補助

事業者負担分
（交付対象外経費）

40,827千円

エネルギー基盤
技術に係る

研究費の補助

事業者負担分
（交付対象外経費）

34,075千円

エネルギー基盤
技術に係る

研究費の補助

事業者負担分
（交付対象外経費）

15,614千円



進
捗
状
況
説
明

・共同研究・連携機関数について、県内外の医療機関、大学、企業等の26機関が研究に参画し、目標を達成している。
・臨床試験症例数については、目標１０症例に対し実績９症例で未達成となっている。達成できなかった理由は、臨床試験参加を予定して
いた患者の原疾患が悪化したにより、臨床試験を中止したことによる。
・研究成果として、自己骨髄細胞投与療法やがん免疫細胞療法の臨床試験による臨床データの蓄積、ゲノム診断システムの臨床応用に
向けた診断用パネルの作製等の成果が計画通りでている。
・沖縄２１世紀ビジョン実施計画Ｐ213「先端医療分野における研究実施件数（累計）」は８件に達し、目標５件を達成した。

５件

実　績 ３件 － ７件 ８件 －

【参考指標】
先端医療分野における研究実施件数（累
計）

目　標 － － － －

累計20症例

実　績 － － ２症例 ９症例 －

－ 17機関 26機関 －

目標値
（27年度）

医療機関・研究機関との共同研究・連携機
関数

目　標 － － ６機関 20機関 26機関

実　績 －

・平成２６年度には、高精度放射線治療の高度化に向けた研究を公募により１件選定し、計５件の医学系共同研究を実施した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H26成果目標（指標）
基準値

（23年度）
24年度 25年度 26年度

目　標

実　績

臨床試験症例数

目　標 － － － 10症例

予算の状況の説明
・予算額は臨床研究等に係る委託料を計上。平成２６年度に研究テーマを１件追加したことにより、予算額が増加してい
る。
・執行率は96.5％であり、各受託者の研究進捗状況に応じた不用額が発生したことによる。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H26活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

医療をテーマとした共同研究

予算額・
執行額

【単位:千円】

－

目　標 － ３件 ５件

実　績 － ４件 ５件

達
成
状
況
説
明

執行率（％）(B/A) － － 90.4% － 96.5%

Ｃ．次年度繰越額 － － 0 － 0

うち交付金充当額 － － 119,808 － 170,812

221,334

Ｂ．執行済額 － － 149,760 － 213,515

－ － － － －

Ａ．計(b+d) － － 165,660 －

(d)前年度繰越額

221,334

(c)増減額(b-a) － － 0 － 0

26年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 － － 165,660 － 221,334

(b)予算現額 －

　24年度 24年度(繰越) 25年度 25年度（繰越）

－ 165,660

事業内容 　沖縄の医療技術を発展させるため、これまでに整備した医療基盤を活用し、県民に有用な医療技術の研究開発を推進する。

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

　企画部　科学技術振興課
事業実施

（予定）年度
平成

H26-No.15

平成２６年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

15 医療基盤活用型クラスター形成支援事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－５

第３章－３－（５）－イ

知的・産業クラスター形成の推
進

担当部課名 25 ～ 27



資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○委託事業者は平成２５、２６年度に公募型プロポーザル方
式により研究テーマ内容、企業組織、実績等を勘案した上で
選定しており、妥当である。
○費目・使途については事業目的達成の観点から必要なも
のなのか等について額の確定時において支出等に関する書
類により確認、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

25

うち交付金
充当額

うち県負担金
うち市町村

負担金
その他

213,540 213,515 170,812 42,703 0 0

今後の取り組み方針

・平成２７年度はシンポジウム等を開催し、県民や医療関係者に対する情報発信を行う。

・研究は一定の成果をあげており、事業終了後は速やかに研究成果の医療現場への還元が予定されている。一方で、新たな再生医療技術等の共同研究シーズ
等も生まれてきており、これまでの研究成果を最大限活用し、先端医用技術の研究開発を医産学官連携のもと推進する。

・臨床試験の参加登録を促進するため、患者の追加募集や共同研究機関の追加等を検討する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

H26-No.15

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・各研究テーマの研究を進めるにあたっては、被験者への十分な配慮が必
要でことから、各医療機関に設置される倫理委員会（倫理的に適正な医学研
究が行われるよう審議する機関）で承認された研究計画書と整合をとりなが
ら、研究を実施した。

・研究は概ね計画通り進捗しており、各研究機関において各種学会での発
表が行われている。一方で、研究内容によっては、成果に対する一般県民や
医療関係者の関心も高いが、県民等を対象とした情報発信が行われていな
い。

・臨床試験症例数については、目標値を下回っていることから、改善を図る
必要がある。

・先端医療技術の研究基盤構築に向けて、医療研究ネットワークの充実・強
化に加え、研究成果を広く情報発信する必要がある。

・患者の様態変化による試験中止は避けられないことから、目標症例数に向
けた臨床試験への参加登録を増やす取組が必要がある。

沖縄県

交付対象
事業費

213,515千円

共済費、賃金、報償費、旅

費

事務費
729千円

複数回投与非培養ABMi療法の確立と単回投与非培養ABMi療法との効果比

社会医療法人かりゆし会

ハートライフ病院
62,999千円

一般社団法人
沖縄綜合科学研究所

58,000千円

社会医療法人友愛会
豊見城中央病院

54,966千円

株式会社ウェルビー
19,245千円

委託料
212,786千円

一般財団法人
南西地域産業活性化センター

17,576千円

山口大学 20,000千円
琉球大学 637千円
澁谷工業 7,000千円

琉球大学 25,759千円
日本大学 6,380千円

沖縄に多く見られる疾患の分子病態解明と新規治療法の

浦添総合病院 352千円

沖縄赤十字病院 259千円
川崎医科大学 4,853千円

細胞調製室を活用した再生・細胞医療の県内多施設共同

軽度三角頭蓋手術児における過去のデータの集積及び分析と多動児に着目した定量的測定法

天久台病院 1,620千円

順天堂大学 1,565千円
琉球ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学院 648千円

琉球大学 2,720千円

沖縄県における高精度放射線治療の推進と安定提供に向けた基盤

再委託費

27,637千円

再委託費

32,139千円

再委託費

5,464千円

再委託費

3,833千円

再委託費

2,720千円

交付対象外経費

25千円

沖縄県

交付対象
事業費

213,515千円

共済費、賃金、報償費、旅

費

事務費
729千円

複数回投与非培養ABMi療法の確立と単回投与非培養ABMi療法との効果比

社会医療法人かりゆし会

ハートライフ病院
62,999千円

一般社団法人
沖縄綜合科学研究所

58,000千円

社会医療法人友愛会
豊見城中央病院

54,966千円

株式会社ウェルビー
19,245千円

委託料
212,786千円

一般財団法人
南西地域産業活性化センター

17,576千円

山口大学 20,000千円
琉球大学 637千円
澁谷工業 7,000千円

琉球大学 25,759千円
日本大学 6,380千円

沖縄に多く見られる疾患の分子病態解明と新規治療法の

浦添総合病院 352千円

沖縄赤十字病院 259千円
川崎医科大学 4,853千円

細胞調製室を活用した再生・細胞医療の県内多施設共同

軽度三角頭蓋手術児における過去のデータの集積及び分析と多動児に着目した定量的測定法

天久台病院 1,620千円

順天堂大学 1,565千円
琉球ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学院 648千円

琉球大学 2,720千円

沖縄県における高精度放射線治療の推進と安定提供に向けた基盤

再委託費

27,637千円

再委託費

32,139千円

再委託費

5,464千円

再委託費

3,833千円

再委託費

2,720千円

交付対象外経費

25千円



進
捗
状
況
説
明

共同研究・連携機関数の把握は、委託先へのヒアリングによるものである。
・「健康食品」「医薬品」「環境」の3件の共同研究において、県内企業社を含む19機関が参画してネットワーク構築に向けた取組が始まっ
ており、目標を達成した。
・共同研究及び連携機関数は順調に目標を達成しており、施策の推進（沖縄２１世紀ビジョン実施計画P213知的・産業クラスター形成の
推進）において、組織間、研究者間のネットワーク構築に効果があった。

実　績

6機関 －

実　績 － － － 19機関 －

目　標

・「健康食品」「医薬品」「環境・エネルギー」の分野で共同研究テーマを公募し、審査委員会による審査において応募11件から各分野1件
ずつ計3件のテーマを採択した。
・共同研究は、管理法人（「健康食品」（株式会社沖縄TLO）、「医薬品」」（一般社団法人沖縄綜合科学研究所）、「環境」（一般社団法人沖
縄綜合科学研究所））へ委託し、さらに研究実施機関へ再委託する形で実施した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H26成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
24年度 25年度 26年度

目　標

実　績

目標値
（○○年度）

共同研究・連携機関数

目　標 － － －

予算の状況の説明

・予算は共同研究実施に係る委託料と旅費等の経費を計上した。
・執行率は82.6%で、委託費に不用額（22,391千円）が発生したことによるものであり、主な要因は以下のとおりである。
　①人への効果試験における原料不具合により試験が中止になったことによる消耗品費及び外注費の執行残
　②研究機器移設が取りやめになったことによる手数料の執行残
　③労務費支払対象者が役員報酬扱いであったため事業対象外経費となったことによる労務費の執行残、

活動目標
（指標）

及び達成状況

H26活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

基礎研究成果を活用するための共同研究

予算額・
執行額

【単位:千円】

－

目　標 － － 3件

実　績 － － 3件

達
成
状
況
説
明

執行率（％）(B/A) － － － － 82.6%

Ｃ．次年度繰越額 － － － － 0

うち交付金充当額 － － － － 85,118

128,789

Ｂ．執行済額 － － － － 106,398

－ － － － －

Ａ．計(b+d) － － － －

(d)前年度繰越額

128,789

(c)増減額(b-a) － － － － 0

26年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 － － － － 128,789

(b)予算現額 －

　24年度 24年度(繰越) 25年度 25年度（繰越）

－ －

事業内容
　これまで形成された基礎研究成果の産業利用を促進するため、県内外研究機関・企業が連携協力した共同研究を実施するとともに、これまで
の基礎研究のネットワークを発展させ、産業創出へ向けた研究のネットワーク形成を図る。

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

　企画部　科学技術振興課
事業実施

（予定）年度
平成

H26-No.16

平成２６年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

16 ライフサイエンスネットワーク形成事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ-５

第３章－３－（５）－イ

知的・産業クラスターの形成

担当部課名 26 ～ 28



資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○委託事業者は公募型プロポーザル方式により提案内容、
企業組織、受託業務実績、知識等を勘案した上で選定してお
り、妥当であったと考えている。
○ 費目・使途については事業目的達成の観点から必要なも
のなのか等について額の確定時において支出等に関する書
類により確認、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

0

うち交付金
充当額

うち県負担金
うち市町村

負担金
その他

106,398 106,398 85,118 21,280 0 0

今後の取り組み方針

・平成27年度は、シンポジウムやセミナーの開催や、イベント等で事業や研究の情報を発信することにより、県内企業等の共同研究への参画や連携強化に取り組
み、平成28年度は27年度の状況を見ながらネットワークの拡充を図っていく。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

H26-No.16

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・活動実績は、目標どおり3件の共同研究を実施したことから「達成」と評価す
る。
・成果実績は、目標以上の共同研究・連携機関数19機関となったことから
「達成」と評価する。
・「健康食品」「医薬品」「環境」の３件の共同研究に、県内企業６社を含む１９
機関が参画してネットワーク構築に向けた取組が始まっており、引き続き共
同研究実施によりネットワーク構築を図っていく。

・ネットワークの拡充及び連携強化を進めていくため、県内企業等の共同研究
への参画や連携強化を図っていく必要がある。

沖縄県

交付対

象事業費

106,398千円

金秀バイオ株式会社 2,776千円

株式会社沖縄ウコン堂 4,504千円

有限会社沖縄長生薬草本社 2,621千円

日本ランチェスター工業 1,054千円

沖縄県工業技術センター 3,124千円

琉球大学熱帯生物圏研究センター 6,588千円

大阪大学大学院医学系研究科 6,519千円

株式会社先端医療開発 7,560千円

株式会社岡安商店 3,240千円

ホソカワミクロン株式会社 4,320千円

興和株式会社 1,377千円

琉球大学大学院医学研究科 7,560千円

九州大学大学院医学研究院 7,560千円

城西大学薬学部 3,221千円

ｵｰﾋﾟｰﾊﾞｲｵﾌｧｸﾄﾘｰ株式会社 2,808千円

株式会社ｱｲ・ｴｽ・ｿﾘｭｰｼｮﾝ 3,240千円

PaGE Science株式会社 4,104千円

東京農工大学大学院工学研究院 5,616千円

沖縄の機能性を有する地域資源活用型
ネットワーク構築事業

沖縄発 玄米由来健康成分（γ－オリザノー
ル）封入ナノ粒子製剤を用いた高機能高付
加価値の健康食品・医薬品の研究開発

原位置由来微生物コンソーシアを利用す
るバイオオーグメンテ－ション法の開発と
沖縄県内汚染土壌への利用

再委託 27,186千円

再委託 34,838千

再委託 15,768千

委託料

105,792千円

株式会社 沖縄ＴＬＯ

33,910千円

(人件費、旅費、謝金、消耗品費、再委託料等）

一般社団法人沖縄綜合科学研究所

42,139千円

（人件費、旅費、謝金、消耗品費、再委託料等）
事務費

606千円

（報償費、旅費）

一般社団法人沖縄綜合科学研究所

29,743千円

（人件費、旅費、謝金、消耗品費、再委託料等）



実　績

目標値
（○○年度）

医療拠点形成の核となる重粒子線治療施
設導入に向けた基本構想を策定する。

目　標 － － －
基本構想策定
（基本的考え方
のとりまとめ）

－

実　績 － － －
基本構想策定
（基本的考え方
のとりまとめ）

－

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H26成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
24年度 25年度 26年度

目　標

実　績

目　標

進
捗
状
況
説
明

・基本構想策定（基本的な考え方のとりまとめ）を行い、成果目標を達成した。
・人材育成、医療連携、県民負担軽減の３つの論点を整理した上で、重粒子線治療施設の運営・整備の基本方針のほか、重粒子線治療
施設を核とした国際医療拠点の位置づけや、それを踏まえた当該施設のあるべき姿・役割など、重粒子線治療施設導入に向けた基本的
な考え方を整理し、沖縄21世紀ビジョン基本計画に掲げる「アジアにおける先端医療拠点の形成」を目指した取り組みの推進を図った。

予算の状況の説明
・執行率は88.0％であり、事務費における旅費と需用費、委託業務における人件費と旅費等を節減できたことによる不用
額が発生したことによるものである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H26活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

返還スケジュールとの整合、運営体制（案）
の策定、関連施設の誘致調査、導入装置
の仕様精査などを行う。

目　標 － －
基本構想策定に向

けた調査検討の実施

実　績 － －
基本構想策定に向

けた調査検討の実施

達
成
状
況
説
明

・有識者による検討委員会を開催し、平成25年度調査で示された課題等を踏まえ、人材育成や集患に向けた医療連携、県民負担軽減、
運営方針・整備方針、重粒子線治療施設を核とした国際医療拠点の位置づけ等について、調査検討を行った。

執行率（％）(B/A) － － － － 88.0%

Ｃ．次年度繰越額 － － － － 0

うち交付金充当額 － － － － 30,964

Ｂ．執行済額 － － － － 38,706

－ － － 44,000

Ａ．計(b+d) － － － － 44,000

(d)前年度繰越額 － － － － －

(a)当初予算額 － － － － 44,000

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

　24年度 24年度(繰越) 25年度 25年度（繰越） 26年度

予
算
の
状
況

(c)増減額(b-a) － － － － 0

(b)予算現額 －

　企画部　科学技術振興課
事業実施

（予定）年度
平成26年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－５

事業内容 　国内及びアジア圏域の先端医療拠点化を図るため、日本発の最先端医療である重粒子線治療施設を核とした、基本構想を策定する。

H26-No.17

平成２６年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

17 医療拠点形成基本構想策定事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（５）－イ

知的・産業クラスター形成の推進

担当部課名



資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ・委託事業者は公募型プロポーザル方式により企業組織、実
績、知識等を勘案した上で選定しており、妥当であると考えて
いる。
・費目・使途については事業目的達成の観点から必要なもの
なのか等について額の確定時において支出等に関する書類
により確認、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

- 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

0

うち交付金
充当額

うち県負担金
うち市町村

負担金
その他

38,706 38,706 30,964 7,742 0 0

今後の取り組み方針

・平成27年度は、平成26年度の調査検討で洗い出された課題の解決方策等のさらなる調査検討を行うこととしており、引き続き人材育成や集患に向けた連携体
制、県民負担軽減や治療費のあり方、運営方針・整備方針の詳細な検討など、課題解決に向け、調査検討を行う。
・国際医療拠点における重粒子線治療施設のあり方について、関係機関（国、宜野湾市、琉球大学等）と連携し、跡地利用計画等との整合性を図る。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

H26-No.17

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・返還跡地（西普天間住宅地区）への施設導入にあたっては、地元の合意形
成や土地利用計画との整合が最優先であるため、返還スケジュール等との
整合性を図る必要がある。
・平成26年度において新たに琉球大学医学部・同附属病院の移転が示され
たため、施設配置等の検討にあたり連携を図る必要がある。
・重粒子線治療施設の導入にあたり、事業の健全性や継続性を確保するた
め、確実な集患に向けた国内・海外との連携体制構築など、集患のあり方に
ついて、更なる調査検討を行う必要がある。
・重粒子線治療については、高額な治療費が課題となっているため、県民が
受診しやすい治療費の設定など、県民負担軽減の具体的な方策や運用方
法の更なる調査検討の必要がある。

・施設導入に向けて、跡地利用計画や国際医療拠点形成に関して関係機関
（国、宜野湾市、琉球大学等）と一層の連携を図るほか、集患に向けた連携体
制、県民負担軽減や治療費のあり方など、これまでに洗い出された課題につ
いて、解決方策の更なる検討を行う。

沖縄県

交付対象
事業費

38,706千円

旅費、使用料
事務費

2,414千円

委託料
36,292千円

南西地域産業活性化ｾﾝﾀｰ・
三菱総合研究所共同企業体

36,292千円

委託料
7,450千円

（一財）粒子線がん

治療患者支援ｾﾝﾀｰ
7,450千円

事務費
28,842千円

重粒子線治療施設の設置に
向けた基本構想策定業務

重粒子線治療施設の
運営・整備方針の

調査検討業務

人件費、旅費等



H26-No.127

平成２６年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

127 新産業研究開発支援事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（５）－イ

知的・産業クラスター形成の推進

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－１－（４）

事業内容 　沖縄をイノベーションの拠点とするため、技術力の高いベンチャー企業の優れた研究や研究成果の事業化について、支援する。

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

　商工労働部　産業政策課
事業実施

（予定）年度
平成 26 ～ 30

205,146

(c)増減額(b-a) － － － － 0

26年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 － － － － 205,146

(b)予算現額 －

　24年度 24年度(繰越) 25年度 25年度（繰越）

－ －

－ － － － －

Ａ．計(b+d) － － － －

(d)前年度繰越額

うち交付金充当額 － － － － 119,332

205,146

Ｂ．執行済額 － － － － 149,165

執行率（％）(B/A) － － － － 72.7%

Ｃ．次年度繰越額 － － － － 0

予算の状況の説明

・予算額は補助金160,000千円、委託料44,424千円、事務費722千円で構成した。
・執行率は72.7%であり、委託料の節減(17,591千円）、補助事業先の執行残（37,713千円）、事務費の節減（677千円）によ
るものである。
・補助事業先の執行残は、各採択企業において研究開発用設備費、労務費、委託費等の経費を節減したことによるもの
である。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H26活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

研究開発型ﾍﾞﾝﾁｬｰ企業への補助件数

予算額・
執行額

【単位:千円】

－

目　標 － － ４件

実　績 － － ７件

達
成
状
況
説
明

・平成26年7月に研究開発プロジェクトの公募を行ったところ、27件の応募があった。申請に当たっては、事前相談を受けることを義務付
け、事業計画のブラッシュアップを図った。
・平成26年9月に開催した採択審査会で７社(補助金交付決定総額158,613千円）を採択し、各社の研究内容及び研究成果の事業化を支
援した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H26成果目標（指標）
基準値

（23年度）
24年度 25年度 26年度

－

目　標 － － －

実　績 － － －

目標値
（３０年度）

採択企業による商品化

目　標 － － － ２件 10件

実　績 － － － ０件 －

【参考指標】
沖縄２１世紀ビジョン実施計画Ｐ213
　研究開発型ベンチャー企業数

目　標 － － － －

進
捗
状
況
説
明

・成果目標である研究開発型ベンチャー企業による商品化２件については、実績が０件で未達成となっている。達成できなかった主な理
由は、採択企業が研究活動及び研究成果の事業化に時間を要しているため、商品化に至っていないためである。なお、26年度採択企業
のうちの数社は、27年度中の商品化に向けた取り組みを進めている。

40社
（28年度）

実　績 32社 32社 37社 39社 －



H26-No.127

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・活動実績は、目標を超えて７社を採択したことから「達成」と評価する。
・成果実績は、目標の商品化２件に対して実績０件であることから「未達成」
と評価する。
・事業推進の課題として、支援企業の研究及び研究内容の事業化に向けた
開発期間が長期化している。

・補助期間内に事業化に至らない場合はもとより、事業化に至ったとしても、そ
の後の事業拡大のために資金調達が必要であり、研究の進捗、事業化に関
するハンズオン支援とは別に、資金調達や経営に関するハンズオン支援（ノウ
ハウを有する人材とのマッチングを含む）が必要である。
・基礎的な研究が既に完了し、商品化に向けた研究段階に進展している企業
に対して支援を行い、早期に商品化に繋げる必要がある。
・本事業は平成26年度開始事業のため、委託事業者を6月、採択企業を9月に
決定するなど事業期間が短期間に留まった。年度内の事業実施期間を長期
化させるため、委託事業者及び補助事業先の選定を早める必要がある。

189,927 149,165 119,332 29,833 0 0

今後の取り組み方針

・委託先のハンズオンマネージャーが研究進捗管理及び研究成果の事業化計画への反映、研究機関やベンチャーキャピタル等とのマッチング支援等を行うこと
で、研究内容の事業化に向けた開発期間の短縮化を進めるとともに、営業人材の育成や資金調達など、経営面での支援について、他の事業とも連携して取り組
むことで、研究成果の事業化を促進する。
・補助企業の選定に当たっては、採択審査委員会で商品化に向けた研究段階等を分析し、早期に実現可能な事業の採択を行う。
・26年度採択企業の商品化へ向けた取組を継続して支援するとともに、委託事業者及び補助事業先の選定を早め、ハンズオン支援活動及び研究事業期間の長
期化により、目標とする商品化数の実現を図る。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

うち県負担金
うち市町村

負担金
その他

40,762

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○補助事業者は採択審査委員会で選定し、委託事業者は企
画提案を公募して選定しており、妥当と考える。
○予算規模は補助事業者の研究開発支援及び委託事業の
実施にあたり適正な規模と考える。
○受益者である支援企業は総事業費の四分の一を負担して
おり、事業内容や他の事業の負担割合から判断して妥当と
考える。
○費目・使途は支援企業の研究活動及び商品化に必要なも
のが支出されており、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○

（公財）沖縄県産業振興公社
26,833千円

採択企業の事業計画のブラッシュアップや研究機関、県
内外企業とのマッチングに係るハンズオン支援等を実施。

企業負担分（交付対象外経費）
7,015千円

補助金
122,287千円

委託料
26,833千円

事務費
45千円

（株）ナノシステムソリューションズ
38,842千円

（株）レキサス
21,044千円

日本電源開発製造（株）
19,559千円

沖縄プロテイントモグラフィー（株）
17,655千円

(株）AVSS
16,474千円

沖縄県

交付対象
事業費

149,165千円

旅費

（株）ヒューマンウェブ他１社
計8,713千円

企業負担分（交付対象外経費）
12,947千円

企業負担分（交付対象外経費）
6,520千円

企業負担分（交付対象外経費）
5,885千円

企業負担分（交付対象外経費）
5,491千円

企業負担分（交付対象外経費）
計2,904千円



　商工労働部　ものづくり振興課
事業実施

（予定）年度
平成24～26年度 沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ-１-（4）

事業内容
　バイオベンチャーや健康食品産業の研究開発速度を向上させる環境を構築し、県内バイオ関連産業の振興と更なる企業誘致を図るため、医療
データを効率的に集積し活用する仕組み（ビジネスモデル）の有用性を検証する取り組みを支援する。

H26-No.147

平成２６年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

147 電子医療情報を活用したビジネスモデル事業性評価事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（５）－イ

知的・産業クラスター形成の推進

担当部課名

(a)当初予算額 0 － 27,492 － 30,415

実施方法  　 □直接実施　　　　　□委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

　24年度 24年度(繰越) 25年度 25年度（繰越） 26年度

予
算
の
状
況

(c)増減額(b-a) 27,231 － 0 － 0

(b)予算現額 27,231 － 27,492 － 30,415

Ａ．計(b+d) 27,231 － 27,492 － 30,415

(d)前年度繰越額 － － － － －

うち交付金充当額 18,539 － 20,799 － 23,388

Ｂ．執行済額 23,174 － 25,999 － 29,236

執行率（％）(B/A) 85.1% － 94.6% － 96.1%

Ｃ．次年度繰越額 0 － 0 － 0

予算の状況の説明
収集した電子医療情報の統計処理等を行うシステムを開発する経費計上による予算増。不用額の主なものは、旅費の節
減による執行算。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H26活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

医療情報を活用できる仕組みの構築支援
数

目　標 - １件 １件

実　績 - １件 １件

達
成
状
況
説
明

医療情報を活用できる仕組みの構築について支援を行った。また、本システムへの参加者の目標を今年度中に2,000人としていたところ
だが、4,230人の参加人数となっているなど、データ件数が増えたことなどにより医療情報を活用できる仕組みの構築の支援を行った。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H26成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
24年度 25年度 26年度

目　標

実　績

目標値

患者データのLHRシステムへの取り込み

目　標 - - - 2000人 -

実　績 - - - 4230人 -

（参考）
医療関連データの蓄積・活用システムの本
格運用開始

目　標 - - 1件 1件

進
捗
状
況
説
明

成果目標は達成済み。
本システムへの参加者の目標を今年度中に2,000人としていたところだが、4,230人の参加人数となっているなど、データ件数が増えたこと
などにより医療情報を活用できる仕組みの構築の支援を行った。

-

実　績 - - 1件 1件 -



H26-No.147

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・これまではセキュリティに配慮した電子医療情報の蓄積に係る部分に重点
が置かれていることから、今後は、セキュリティを確保しつつ情報の活用に係
る部分に重点を移していく必要がある。
・当該システムによる、バイオベンチャー等の研究開発を加速し、かつシステ
ム運営の自立を目指したビジネスモデルの構築を早急に行う必要がある。

・蓄積した電子医療情報を有効に活用されるようにするためには、匿名化・統
計化及び提供方法等について検討が必要である。
・バナー広告収入の拡大やベンチャー企業等への有償によるデータ提供など
の仕組みの確立を急ぐ必要がある。

32,484 29,236 23,388 5,848 0

今後の取り組み方針

平成27年度から5年間、システム運用状況等についての報告を求めるなどのフォローアップを実施する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

うち県負担金
うち市町村

負担金
その他

0 3,248

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。
○選定方法については、前年度末の事業継続審査により、事業の
趣旨への適合性、業務実施の体制・能力を有しているか、具体性
等を勘案した上で継続の有無を判断しており、妥当であったと考え
ている。
○被補助事業者については、総事業費の一割を負担しており、事
業内容や他の事業の負担割合から判断しても妥当であったと考え
ている。
○費目・使途については事業目的達成の観点から必要なものなの
か等について額の確定時において支出等に関する書類により確
認、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○

沖縄県

交付対象
事業費

29,236千円

電子医療情報の蓄積及び活用する仕
組みの構築並びに有用性の検証に係
る経費の補助

交付対象外経費
3,248千円

補助金
29,236千円

一般社団法人那覇市
医師会

29,236千円



H26-No.148

平成２６年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

148 バイオ産業活性化支援事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（５）－イ

知的・産業クラスター形成の推進

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－５

事業内容
　県内バイオ関連産業の振興を図るため、研究成果を円滑に実用化につなげるための専門アドバイザー、異業種とのマッチング促進コーディ
ネーターや研究アドバイザー等を配置するとともに、波及効果の高い先行研究を支援する。

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

　商工労働部　ものづくり振興課
事業実施

（予定）年度
平成 24 ～ 26

99,728

(c)増減額(b-a) － － 0 － 0

26年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 － － 106,684 － 99,728

(b)予算現額 －

　24年度 24年度(繰越) 25年度 25年度（繰越）

－ 106,684

－ － － － －

Ａ．計(b+d) － － 106,684 －

(d)前年度繰越額

うち交付金充当額 － － 78,518 － 73,201

99,728

Ｂ．執行済額 － － 98,148 － 91,502

執行率（％）(B/A) － － 92.0% － 91.8%

Ｃ．次年度繰越額 － － 0 － 0

予算の状況の説明
事業内容の見直しにより、執行率は91.8％になった。補助事業の効率的な執行により事業費の不用額が発生したためで
ある。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H26活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

バイオ分野における研究開発及び事業化
支援

予算額・
執行額

【単位:千円】

－

目　標 4件 4件 4件

実　績 6件 9件 12件

達
成
状
況
説
明

26年度はライフサイエンス（化粧品等）3件、ヘルスフード（機能性食品等）3件についての事業化支援を行い、商品化に向けた成果が得ら
れた。またライフサイエンス2件、ヘルスフード3件、環境バイオマス（環境浄化等）1件の研究開発支援を行い、基礎的な研究成果が得ら
れた。
24年、25年度に実施したテーマについては、継続して県内外の「起業・研究開発・事業化・経営」等の専門家によるフォローアップを行っ
た。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H26成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
24年度 25年度 26年度

（参考）
ビジネスセミナー・技術相談会・中間報告会

目　標 - 5回 5回

実　績 - 5回 5回

（参考）
実用化に向けた実証研究への移行　（研究
開発）（事業化支援）

目　標 - 2件 2件 2件

目標値
（○○年度）

新規先行研究の実施

目　標 - - 4件 4件 -

実　績 -

-

実　績 - 3件 1件 5件 -

- 6件 6件 -

進
捗
状
況
説
明

新規先行研究の実施の件数は、H26年度成果目標を達成した。事業化支援を行ったテーマについては各社にて、専門コーディネーター
等からの支援のもと販売に向けた商品化を進めている。（販売されている商品もある。）
事業は終了するが、今後も追跡調査等行い、フォローアップを進めていく。



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

H26-No.148

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

･　アドバイザー＆コーディネーターによる支援により、研究成果を商品化ま
で進めるための基礎的な成果が得られた。
･　セミナーの開催によって、採択した企業以外の多くの企業に対しても、技
術情報の提供や啓発を行った。

ビジネスセミナーの開催等により、商品の販売ノウハウの向上を図る。
委員会・成果報告により、これからの研究及び事業化の問題点の改善が必要
である。

今後の取り組み方針

事業は終了するが、引き続き企業の実用化研究や商品化に向けた製品試作に対し、研究施設の提供や追跡調査等でフォローアップを行う。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

0 17,443沖縄県
交付対象
事業費

91，502千円

うち交付金
充当額

うち県負担金
うち市町村

負担金
その他

108,945 91,502 73,201 18,301 0

研究開発支援

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○　委託業者は、公募により選定をおこないました。
○　補助事業者は公募により選定をおこないました。
○　事業の目的に沿った実績報告の書類により検査確認をし、適
正であった
○  受益者の補助対象外経費は、経費使用明細書を検査したとこ
ろ妥当であった。
○　事業支援、研究支援とも予算規模に見合った成果となった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○

(株）シーアイテクノ

ペット用口臭予防商品の高度化刺

繍予防開発

10,772千円

(有)コズグロジャパン

地域資源を活用した育毛剤の開発。

8,942千円

(株)サウスプロダクト

緑藻由来カロテノイド「シフォナキサンチ

ン」機能性原料の開発 9,600千円

(株)クリエイトES
微生物燃料電池を用いた新規汚水処

理技術の開発 9,951千円

甲南化工(株)
海洋微生物を利用したR-3ヒドロキシ酪

酸の効率的生産 5,888千円

(株)琉球免疫研究所

HTLV-１検査キットの研究 6,500千円

事業化支援

勝連漁業協同組合

生もずく（もずく２段熟成醤油）の開

発及び研究

2,799千円

合同会社やんばる彩葉

本部町アセロラの未利用素材と乳酸菌を

サプリメントの商品 2,622千円

(株)紅濱

沖縄素材にこだわったピクルスの商品化

2,292千円

(有)グリーンプラザ新城

沖縄県産由来種「しま月桃」を利用した化

粧水の商品開発 2,250千円

(株)バイオリサーチ

乳酸菌と食物繊維を配合した｢善玉繊

維」の商品化事業 1,275千円

ゆめじん(有)
ハイビスカスエキスを配合した頭皮ケアの

商品化及び販売促進事業 3,000千円

バイオ産業活性化支援共同体

・(株)沖縄TLO
・（一社）トロピカルテクノプラス

25,488千円

☆ 補助金

65,891千円
☆ 委託費

25,488千円

☆ 旅費

123千円

交付対象外経費 17,443千円

研究へのアドバイス、マッチン
グ等のサポート



H26-No.149

平成２６年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

149 先端医療産業開発拠点形成事業
沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（５）－イ

知的・産業クラスター形成の推進

担当部課名 年度
沖縄振興基本方針

該当箇所
Ⅲ－1－（4）

事業内容
　細胞医療産業の集積をとおしたバイオ産業を振興するため、県外大手バイオ企業誘致の呼び水となる共同推進体制を県内医学部に整備す
る。

　商工労働部　ものづくり振興課
事業実施

（予定）年度
平成 25 ～ 27

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

　24年度 24年度(繰越) 25年度 25年度（繰越） 26年度

予
算
の
状
況

(b)予算現額 － － 79,995 － 271,402

(a)当初予算額 － － 0 － 271,402

(d)前年度繰越額 － － － － －

(c)増減額(b-a) － － 79,995 － 0

Ｂ．執行済額 － － 75,684 － 270,601

Ａ．計(b+d) － － 79,995 － 271,402

執行率（％）(B/A) － － 94.6% － 99.7%

Ｃ．次年度繰越額 － － 0 － 0

うち交付金充当額 － － 60,547 － 216,481

予算の状況の説明
前年度比で予算増となっているのは、再生医療に活用可能な細胞の培養を行う施設の設置に要する経費を計上したた
め。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H26活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

細胞培養機器整備

目　標 - - 1件

実　績 - - 1件

達
成
状
況
説
明

県内大学における人材育成や機器整備等を推進することにより、再生医療の研究機能が付加され、県内大学と県外再生医療関連企業
との共同研究契約の締結に至った。また細胞調製施設を設置し、当施設に活用する細胞培養機器の整備を1件行った。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H26成果目標（指標）
基準値

（25年度）
24年度 25年度 26年度

（参考）
県外再生医療関連企業と共同研究契約の
締結

目　標 - 1件 1件

実　績 - 1件 1件

目標値
（33年度）

企業との共同研究体制の構築

目　標 - - - 1件 -

実　績 - - - 1件 -

【参考指標】
先端医療分野における研究実施件数

目　標  3件 - 3件 8件

進
捗
状
況
説
明

成果目標は達成した。
先端医療分野における研究実施件数の増加に向け、Ｈ26年度は共同研究体制の整備推進と共同研究契約の締結が行われ、着実に進
捗しているところである。

7件

実　績  3件 - 3件 8件 -



H26-No.149

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

平成26年度においては、再生医療に活用可能な細胞が培養可能な細胞調
製施設の設置及び人材の育成を行ったが、安全な細胞を培養するための標
準作業書の策定及び人材育成については、引きつづき実施する必要があ
る。

標準作業書の作成や人材育成に引きつづき取り組むことにより、企業との共
同研究を推進し、産業競争力を高める。

270,601 270,601 216,481 54,120 0 0

今後の取り組み方針

引きつづき再生医療に活用可能な細胞が培養可能な人材の育成を行っていく。
なお、今年度より箇所新規事業が加わり、その分については29年度まで実施するものとする。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

うち県負担金
うち市町村

負担金
その他

0

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○委託事業者は、事業開始時に公募型プロポーザル方式により企
業組織、実績、知識等を勘案した上で選定したのもである。また、事
業の継続性の観点から、平成26年度は随意契約とした。

○費目・使途については事業目的達成の観点から必要なものなの
か等について額の確定時において支出等に関する書類により確
認、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

沖縄県

交付対象
事業費

270,601千円

委託料
269,896千円

公益財団法人

沖縄科学技術振興センター
269,896千円

・企業等へのアンケートによる
今後の県への政策に対する示
唆
・セミナー等の開催による県内
における再生医療に対する知
見の向上

国立大学法人
琉球大学

233,000千円

委託 再委託

・細胞調製施設の整備
・企業との共同研究に資する基
礎研究の実施

旅費
事務費
705千円



H26-No.267

平成２６年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

267 沖縄健康バイオテクノロジー研究開発センター機器整備事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（５）－イ

知的・産業クラスター形成の推進

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－１－（４）

事業内容
  バイオ関連企業等の研究開発及び事業化を支援するとともに、バイオ関連企業等の県内集積を促進するため、沖縄健康バイオテクノロジー研
究開発センターの研究機器等の整備を行う。

実施方法  　 ■直接実施　　　　　□委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

　商工労働部　ものづくり振興課
事業実施

（予定）年度
平成 26 ～ 27

131,994

(c)増減額(b-a) － － － － 131,994

26年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 － － － － 0

(b)予算現額 －

　24年度 24年度(繰越) 25年度 25年度（繰越）

－ －

－ － － － －

Ａ．計(b+d) － － － －

(d)前年度繰越額

うち交付金充当額 － － － － 102,565

131,994

Ｂ．執行済額 － － － － 128,207

執行率（％）(B/A) － － － － 97.1%

Ｃ．次年度繰越額 － － － － 0

予算の状況の説明 ・執行率は97.1%であり、不用額は入札に伴う執行残である。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H26活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

最先端機器の導入

予算額・
執行額

【単位:千円】

－

目　標 － － 18台

実　績  －   － 18台

達
成
状
況
説
明

・最先端機器１８台の導入を達成した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H26成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
24年度 25年度 26年度

目　標

実　績

目標値
（27年度）

導入機器の利用企業へのアンケート調査
で、研究領域の拡大や研究活動の効率化
に繫がったとする企業の割合

目　標 － － － 80%以上 80%以上

実　績 － － － 未実施 －

【参考指標】
（例）沖縄２１世紀ビジョン実施計画Ｐ213
　研究開発型ベンチャー企業数

目　標 － － － －

進
捗
状
況
説
明

・平成27年3月末までに機器整備が完了し、4月から入居企業への供用を開始した。
・現在、入居企業以外への供用開始に向け、利用料金設定及び規則改正等の調整を行っているところである。
・成果目標は未達成である。理由として平成27年の3月に全機器の導入が完了し、アンケートの実施に十分な期間が経過していないた
め、アンケートを実施していない。（H27年度実施予定）

40社

実　績 32社 32社 37社 39社 －



H26-No.267

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・性能・効率に優れた最先端機器を整備したことにより、バイオ関連企業の研究開発
及び事業化に対する支援基盤を強化した。
・活動実績は、目標どおり18台の機器整備を完了したため「達成」と評価する。
・最先端の研究成果を生み出すためには、高度な研究開発のスピードと確実性を確
保する研究開発機器が不可欠であるが、今後の技術革新等により新たな機器の整
備が必要となる可能性がある。
・県内バイオベンチャー数は順調に増加しているが、この分野では一般的に研究成
果を製品化するまでに期間が長く、うまく産業に結びついていない現状があり、引き
続き、研究開発、事業化、規模拡大等の時期に応じた段階的な支援が必要である。
・27年度成果目標について、平成28年の3月に全機器の導入が完了予定のため、年
度内にアンケートの実施に十分な期間を確保出来ないことから、今年度と同様アン
ケートは次年度実施となる可能性がある。

・入居企業等のニーズに加え、バイオ関連産業全体の動向やニーズの変化
等も視野に入れインキュベート施設として整備するべき機器について引き続き
検討する必要がある。
・県内バイオ関連産業の集積及び活性化に向け、支援内容を検討する必要
がある。

128,207 128,207 102,565 25,642 0 0

今後の取り組み方針

・今後も引き続き、入居企業を始めとしたバイオ関連企業のニーズや専門家等の意見を聞きながら、整備すべき機器の把握につとめる。
・平成２７年度もバイオ関連企業等の研究開発及び事業化を支援するための最先端機器13機種を導入する。
・ 中長期的には、周辺の関連施設等と連携を図りながら、バイオ関連企業数の更なる集積を促進するための支援内容の拡充を検討する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

うち県負担金
うち市町村

負担金
その他

0

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

○導入機器は一般競争入札を実施しての取得であり、支出
先及び額は適正と評価する。
○執行率は97.1%であり、予算規模は適正であると評価する。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

沖縄県

交付対象
事業費

128,207千円

備品購入費

128,207千円

株式会社エル・エム・エス
5件 45,392千円

総合包装株式会社
4件 25,110千円

沖縄メディックス株式会社
5件 44,261千円

西川計測株式会社 沖縄営業所
1件 7,322千円

フォーラムサイエンス
2件 5,125千円

ホシザキ沖縄株式会社
1件 997千円

アミノ酸分析装置、高速液体クロマトグラフ

分取システム、GC-質量分析装置、超微量

分光光度計、水分活性測定装置の納品

レオメーター、充填機、Ｘ線異物検出機、低温

乾燥機の納品

蛍光顕微鏡、蛍光マイクロプレートリーダー、

蛍光イメージスキャナ、FT-赤外分光光度計、

純水・超純水製造装置の納品

キャピラリー電気泳動装置の納品

データロガー、リアルタイムPCRシステムの

納品

電解水生成装置の納品



H26-No.129

平成２６年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

129 ライフスタイルイノベーション創出推進事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（５）－ウ

研究開発成果の技術移転による
地場産業の高度化

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－１－（４）

事業内容
　大学等の有望な研究成果を活用した県内中小企業の高度化及び新事業の創出を図るため、県内外の大学研究機関等と県内中小企業との
マッチング支援及び産業振興や県民生活の向上に結びつく産学共同研究開発等を実施する。

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

　商工労働部　産業政策課
事業実施

（予定）年度
平成 26 ～ 28

188,964

(c)増減額(b-a) 0 － 0 － 0

26年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 209,128 － 188,598 － 188,964

(b)予算現額 209,128

　24年度 24年度(繰越) 25年度 25年度（繰越）

－ 188,598

188,964

Ｂ．執行済額 157,645 － 157,847 － 162,401

－ － － － －

Ａ．計(b+d) 209,128 － 188,598 －

(d)前年度繰越額

執行率（％）(B/A) 75.4% － 83.7% － 85.9%

Ｃ．次年度繰越額 0 － 0 － 0

うち交付金充当額 126,116 － 126,277 － 129,920

予算の状況の説明
研究開発事業の採択企業において、契約後の事業計画の変更等で事業確定額が契約額より減となったことに伴う委託
料の執行残等により、26,563千円の不用が生じることとなった

活動目標
（指標）

及び達成状況

H26活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

産学共同研究支援件数

予算額・
執行額

【単位:千円】

－

目　標 ９件 １１件 １３件

実　績 １３件 １２件 １２件

達
成
状
況
説
明

前年度より引き続き継続実施する事業の採択件数の減などにより、産学協同支援件数が目標値にわずかに達しなかったが、県民生活の
向上に結びつく産学共同研究開発を促進するため、産学連携による研究開発プロジェクトに取り組む産学共同研究企業を支援する取組
をおこなった。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H26成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
24年度 25年度 26年度

目　標

実　績

目標値
（２８年度）

本事業支援による大学等との共同研究に
取り組む企業の商品化実現

目　標 － － ２件 ３件 ３件

実　績 － － １件 １件 －

（参考）
本事業支援による大学等との共同研究に
取り組む県内企業

目　標 － 9社 １１社 １０社

進
捗
状
況
説
明

産学連携による研究開発プロジェクトに取り組む産学共同研究企業の提案１２件を採択した結果、学術機関等とのマッチングによる研究
を実施する企業が１８社（中核企業１２社、協力企業６社）参画し、目標を達成した。
産学共同研究に取り組む企業の商品化実現については、商品化実現の予定はあるものの、研究から商品化までは一定の時間を要する
場合もあることなどから目標に達成していない状況。

８社

実　績 － 23社 １８社 １８社 －



H26-No.129

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・研究開発プロジェクト採択にあたっては、企業と学術機関等とのマッチング
が大きなポイントとなる。
・県外で研究開発を進めるプロジェクトの中には、事業の進捗等が把握しにく
い事例もあった。

・企業と学術機関等のマッチングのための相談窓口の強化が必要である。
・研究開発プロジェクト実施段階での課題等を早い段階で把握し、課題解決に
むけて取り組む必要がある。
・研究開発プロジェクトから商品化に繋げる取り組みの強化が必要である。

162,401 162,401 129,920 32,481 0 0

今後の取り組み方針

・各種セミナーや互いに議論する場を設けることで、企業と学術機関等のマッチングを促進するとともに、企業ニーズと学術機関等のシーズの探索をより一層強化
する。
・研究開発実施段階での課題等を早い段階で把握するため、研究の中核となる企業のプロジェクトマネージャーをとおし、進捗状況の確認をより細やかに行う。
・研究プロジェクトから商品化につなげるため、ハンズオン支援やフォローアップを一層強化する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

うち県負担金
うち市町村

負担金
その他

0

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。
○委託事業者はH24に公募型プロポーザル方式により企業
組織、実績、知識、共同開発プロジェクト実施企業への断続
的な支援等を勘案した上で選定しており、妥当であったと考
えている。
○予算規模等については、事業内容に見合ったものと判断
できる。
○費目・使途については事業目的達成の観点から必要なも
のなのか等について額の確定時において支出等に関する書
類により確認、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

沖縄県

交付対象
事業費

162,401千円

委託料
161,936千円

株式会社沖縄ＴＬＯ
161,936千円

株式会社石川酒造場
他１１社

126,025千円

事務費
35,911千円

研究開発業務委託

人件費、旅費等

旅費事務費
465千円

ライフスタイルイノベー
ション創出推進事業の
実施に係る業務委託



（参考）
地域科学コミュニケーター発掘人数

目　標 発掘数５人 － －

実　績 発掘数１５人 － －

達
成
状
況
説
明

・学校や児童保育現場での出前講座の反響が高く、毎年出前講座の開催件数が増加し、平成２６年度は７８件開催した。その内、地域の
育成した人材（地域科学コミュニケーター）を活用した出前講座は３１回となった。
・地域科学コミュニケーターを活用した出前講座等は、目標値以上に開催することができた。
・出前講座や地域連携による科学イベント等の開催により、５，６９５人（親等含む）の参加があった。

目　標 － 講座数５回 －

実　績 － 講座数１７回

（参考）
出前講座等開催件数

目　標 開催数２０件 開催数２０件 －

実　績 開催数２０件 開催数５２件 －

－

予算の状況の説明
当初予算は前年度より７５６千円減額となっている。
執行率は99.１％であり、不用額は格安航空券の利用による旅費の執行残額（旅費５１０千円）等が生じたことによる。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H26活動目標（指標）

達成状況

24年度 25年度 26年度 27年度

地域科学コミュニケーターを活用した出前
講座等の開催件数

予算額・
執行額

【単位:千円】

－

目　標 － － 開催数２０件

実　績 － － 開催数３１件

（参考）
地域科学コミュニケーター育成講座数

執行率（％）(B/A) 91.9% － 95.8% － 99.1%

Ｃ．次年度繰越額 0 － 0 － 0

うち交付金充当額 65,907 － 55,510 － 56,809

71,689

Ｂ．執行済額 82,384 － 69,388 － 71,012

－ － － － －

Ａ．計(b+d) 89,661 － 72,445 －

(d)前年度繰越額

71,689

(c)増減額(b-a) 0 － 0 － 0

26年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 89,661 － 72,445 － 71,689

(b)予算現額 89,661

　24年度 24年度(繰越) 25年度 25年度（繰越）

－ 72,445

事業内容
　沖縄の科学技術・産業振興の未来を担う子供達を育成するため、NPO法人等のコーディネートにより地域の関係機関が一体となった科学コミュ
ニケーションシステムの構築を目的に、出前講座や研修会などを実施する。

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

　企画部　科学技術振興課
事業実施

（予定）年度
平成

H26-No.11

平成２６年度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

11 沖縄サイエンスキャラバン構築事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－５

第３章３－（５）－エ

科学技術を担う人づくり

担当部課名 24 ～ 26



H26-No.11

今後の取り組み方針

・児童保育現場の職員等を科学教室の講師等に育成し、保護者や地域の連携による科学教室の自主開催を促進するとともに、児童保育現場同士の連携による
科学教室の共同開催や科学イベントへの参加促進を図る。
・科学に興味・関心を持った児童が成長に応じて、学校の授業では学べない最先端の科学や実践的科学体験等を学べるように、大学院大学をはじめとする科学
系の関係団体等と連携し、中学生や高校生を対象とした科学プログラムを創出する。

進
捗
状
況
説
明

・出前講座に参加した子供達へアンケート調査を実施した結果、「理科が好き」又は「興味がわいた」等の科学に対する前向きな回答の割
合が９０％以上あり、目標値を達成することができた。
・多くの児童・生徒をはじめ、保護者を含めた地域の関係者の科学技術への関心を高めるとともに、地域の連携により子供達へ科学に関
する人材育成を行っていくための取り組みを進めることができた。
・学校や地域の関係者への理解及び関心が高まり、施策の推進（沖縄２１世紀ビジョン実施計画Ｐ215「学校現場等における出前講座開
催件数」）において、出前講座開催件数の増加効果があった。

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・NPO等によるこれまでの科学出前講座は高い成果を上げているが、NPO等
だけでは県内の児童館等を十分にカバーできない。
・中学生や高校生を対象とした科学プログラムが少なく、科学に対する興味・
関心等を高めた児童が成長・進級したのち、子供達の興味・関心等を更に高
める機会が少ない。

・これまでＮＰＯ法人等が実施してきた児童保育現場等での科学出前講座のノ
ウハウを意欲のある受入団体（児童館、子供会等）に移転して、自主的に取り
組めるように指導する。
・児童保育現場の科学出前講座等より興味・関心を高めた子供達の成長・進
級に応じて、大学院大学をはじめとする県内研究機関や産業技術企業等の
連携により、産業技術や最先端研究を学ぶ機会を提供する。

実　績 － ２０件 － －

（参考）
地域科学コミュニケーター発掘調査件数

目　標 － １４件 － －

成果目標
（指標）

及び進捗状況
実　績 － － １７人 －

（参考）
地域科学コミュニケーター育成数

目　標 － － ２５人 －

実　績 － 開催数２０件 開催数５２件 －

（参考）
学校現場等における出前講座開催件数

目　標 － 開催数２０件 開催数２０件 －

実　績 － － － ９０％以上

25年度 26年度
目標値

（○○年度）

参加した子供達のアンケートにおいて「理
科が好き」又は「興味がわいた」等の科学に
対する前向きな回答の割合

目　標 － － － ８０％以上

H26成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
24年度



資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目

H26-No.11

評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。
○委託業者は、企画競争により提案内容、業務体制、予算
規模などを総合的に勘案して選定しており、妥当であると認
められる。
○費目、使途については、金額の確定時に検査を行い、適
正であると認められた。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

21

うち交付金
充当額

うち県負担金
うち市町村

負担金
その他

71,033 71,012 56,809 14,203 0 0

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

（再委託）
NPO法人

たのしい教育研究所
17,076千円

（再委託）
公益財団法人

日本科学技術振興財団
7,925千円

（管理法人）
公益財団法人 沖縄こどもの国

21,450千円

※出前講座開催、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ等

（再委託）
株式会社

カルティベイト
10,182千円

（管理法人）
公益財団法 沖縄県公衆衛生協会

48,405千円

※外部講師の育成、ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの開発、

出前講座開催、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ等

沖縄県

交付対象
71,012千円

委託料
69,855千円

事務費
1,157千円

共済費、賃金、報償費、
旅費

(交付対象外：21千円)

離島・遠隔地等における科学ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ出前講座等開

再委託費
27,258千円

再委託費
7,925千円

人件費、謝金、旅費、消耗品費、
通信運搬費、賃借料、一般管理

費等

人件費、謝金、旅費、消耗品費、
通信運搬費、使用料、一般管理

費等

児童保育施設等における科学ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ出前講座等の開催

出前講座、科学ｲﾍﾞﾝﾄにおけ
る科学ｺﾝﾃﾝﾂの開発等

学校現場との調整、出前
講座の開催、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

運営等


